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我々は既に「温暖化した世界」に住んでい

る。温暖化を止めるのではなく、深刻な影響

を避けるために気温上昇を何度以下に抑える

べきかの決断を迫られている。そのためには

温室効果ガス排出量の大幅な削減が必要だ。

京都議定書をきっかけに始まった数値削減目

標（ホップ）を、2020年中期目標（ステップ）、

2050年長期目標（ジャンプ）につなげていか

なければならない。そのために日本ができる

ことは何だろうか。

1906年から2005年までの過去100年間で地

球の平均気温は0.74℃上昇した。最近50年間

(1956～2005年)の気温上昇の傾向は、10年間

に0.13℃。これは、過去100年間(1906～2005

年)の傾向のほぼ2倍に相当する。それに伴い、

日本国内でも熱中症被害の増加、ミカンの日

焼け果、コメの高温障害などの農業被害、強
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い雨の増加傾向などさまざまな被害が観測さ

れている。

温暖化が起こるメカニズムを簡単におさら

いしよう。太陽から届けられる可視光が地表

に届き輻射されて宇宙に逃げようとする赤外

線を大気中の水蒸気やCO2、メタン、亜酸化

窒素、フロン類などの温室効果ガスが吸収し

て地球の気温が平均14℃程度に保たれてい

る。もし、温室効果ガスがなければ地球の平

均気温は－19℃でこのように豊かな生態系を

築くことはできなかっただろう。温室効果ガ

スのうち気温上昇にもっとも寄与しているの

が水蒸気で約60％の影響度、CO2は約26％で

ある。しかし、地球上の水の大循環に人間が

関与できる余地は1％に満たない。一方CO2

の大部分は化石燃料の燃焼や土地利用変化な

ど人間活動によるものが殆どである。CO2を

排出することで気温が上昇し、それにより水

蒸気が増加して温暖化を加速させるフィード

バックがあるため、CO2の排出が温暖化に与

える影響は、水蒸気を除くほかの温室効果ガ

スの中でもっとも大きいと分析されている。

2005年に化石燃料を燃焼させて排出された

CO2排出量は約72億トン（炭素換算）で、森

林や土壌など陸域が吸収したCO2は約9億ト

ン、海洋が吸収したCO2は約22億トンと推計

されている。つまり差し引き約41億トンが毎

年大気に貯められているのだ。産業革命以前

は約280ppmだった大気中のCO2濃度が2005

年時点では約380ppmに達している。

確かに過去には今よりも海面が約6m上昇

していた時期や氷河期など様々な時代があっ

たが、人類が地上で比較的安定した生活を始

めた1万年前からこれほどまでに急激なCO2

濃度の上昇ならびに気温上昇を連続して記録

した期間はない。問題はスピードである。

2005年7月に英国グレンイーグルズで行わ

れたG8で、はじめて気候変動がサミットの

主要課題になった。その際、G8 と新興経済

諸国等との意見交換（グレンイーグルズ対話）

を継続的に行うこと、総括的な報告を2008年

のG8日本で受けることなどが決められた。

この対話の枠組みがG20に発展している。G8

洞爺湖サミットでは、温室効果ガス排出量を

2050年までに世界で半減することが合意され

た。2009年7月のイタリア・ラクイラサミッ

トでは、先進国全体で2050年までに温室効果

ガス排出量を80％削減、気温上昇を産業革命

以前から2℃以内に抑えることで合意した。

ただし、途上国首脳を含めた主要経済国フォ

ーラムでは、世界半減の合意を得ることはで

きなかった。2009年12月にはコペンハーゲン

で京都議定書以降の枠組みを決める国際交渉

（COP15）が行われる。

I PCCを中心に、深刻な温暖化影響を回避

するための温室効果ガス排出量削減目標値が

提示されるなどの研究成果がまとめられた。

それらを根拠に、温暖化国際交渉が加速する

中で、具体的で実効的な温暖化対策を計画立

案し実行していくことが肝心である。

日本では、6月10日に麻生首相が2020年の

温室効果ガス排出量削減目標値として、2005

年比15％削減（1990年比8％）することを発

表した。これは国内排出削減のみを扱った数

値（いわゆる真水）であり、京都議定書の削

減目標値６％（1990年比）に含まれる森林吸

収（3.8%削減）およびクリーン開発メカニズ

ムや排出量取引を通じた海外クレジット購入

などの京都メカニズム（1.6%削減）を含めた

ものではない。京都議定書で想定している国

内排出削減は0.6％であり、８％と比較すべ

きはこの数値なのだが、その点が十分に伝わ

っていない。

中期目標策定にあたって、2008年11月から

国内の温室効果ガス排出量モデル研究者や温

暖化の専門家らが内閣官房の下に集まり、産

地球温暖化の議論は
過去5年で劇的に加速
地球温暖化の議論は
過去5年で劇的に加速

日本2020年
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日本2020年
中期目標が決まる
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図1 2020年中期目標を達成するための対策および政策の例
（内閣官房中期目標検討委員会資料より）
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業界ヒアリングを通した種々の想定に基づく

数値シミュレーションを行うことで、最終的

に1990年比＋4％から－25％までの6つの選択

肢を提案した。筆者は特に日本技術積み上げ

モデルの試算に関わり、図１に示した対策・

政策作りに尽力した。住宅・建築物に深く関

係するところだと、高断熱住宅などエネルギ

ー性能の良い家に早めに転換することによる

削減効果およびその政策手段、家庭内・オフ

ィス内で使われるエアコンや電気機器などを

トップランナー機器に早めに転換することに

よる削減効果およびその政策手段について検

討を行った。その結果、省エネ住宅の基準強

化および対象拡大によって新築の80％を次世

代型の高断熱住宅にし、グリーン家電の購入

支援補助でトップランナー機器を普及させる

ことで2005年比－15％削減が可能であると試

算した。

さらに、既築も含めた高断熱建築物への改

修・建て替え、省エネナビやビルエネルギー

マネージメントシステムの強化によるムダの

削減、高効率な機器への買い替えの誘導を行

うことでさらなる削減が可能との試算も行っ

た。補助金制度や買取制度を上手に構築する

ことで、対策の普及を促進させ導入コストを

低減させることで、早めに温暖化対策を取っ

た人が得をする仕組みを作ることができる

（表１）。

中期目標検討委員会での議論の詳細は、環

境省の「地球温暖化対策の中期目標の検討状

況」のホームページ等を参照されたい。

筆者は、2004年4月から5年間かけて、2050

年までに日本のCO2排出量を70％削減（1990

年比）する社会が描けるか、約60名の研究者

と一緒に研究を続けた。2050年の社会像を描

き、未来から今にバックキャスティングする

ことで、問題を解決するためにどのようなイ

ノベーションが必要か探り出す手法に取り組

んだ（図２）。例えば高断熱住宅。無断熱の

戸建住宅の暖房需要を１とすると次世代基準

の住宅の暖房エネルギー消費量は約４分の１

2050年
60～80％削減に向けて

2050年
60～80％削減に向けて

表1 「⑤90年比▲15％」目標を実現するときの、2020年の理想的な生活（国立環境研究所試算）
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になる。無断熱住宅は2005年時点で40％近く

あり、エネルギー効率を高められる余地は大

きい。断熱性の高い家に住んで必要なエネル

ギー投入量を減らし、さらに効率的な機器を

導入すれば、住宅部門のエネルギー需要を

2050年までに半減できる。使うエネルギーも

電気、太陽光、太陽熱、水素などCO2を出さな

いエネルギーにできる。つまり住宅部門から出

るCO2はほとんどなくなる（図３）。

このように必要なサービス自体を見直し、

エネルギーサービスを提供する機器の効率を

高めて徹底的に普及させれば、一人あたり

GDPを毎年1～2％ずつ増加させても、日本

全体のエネルギー需要を約40％削減できると

試算した。残りはエネルギー供給をどうする

かだ。再生可能エネルギーか原子力か、化石

燃料を使うのであれば炭素隔離貯留か、今、

大きな選択を迫られている。ただ、きちんと

組み合わせれば2050年に70％のCO2を削減で

きる。また、低炭素技術コストは国内総生産

（ＧＤＰ）の1.0％ぐらいになると試算してい

る。これが低炭素技術を開発・普及する企業

への投資になる。

低炭素社会を実現するロードマップを示す

ため、12の方策を作成した。例えば、「1. 快

適さを逃さない住まいとオフィス」では、建

物の構造を工夫することで光を取り込み暖

房・冷房の効果を逃がさない建築物を設計、

普及させる。「2. トップランナー機器をレン

タルする暮らし」では、レンタル･リースな

どで高効率機器の初期費用負担を軽減しサー

ビスを直接購入するしくみを推進する。「4.

森林と共生できる暮らし」では、建築物や家

具・建具などへの木材積極的利用、 CO2吸

収源確保、長期林業政策で林業ビジネス進展

を行う。こうした生活自体を豊かにしながら

省エネ・省CO2につながる取り組みを、長期

的視点を持ちながら産学官などすべてのステ

ークホルダーの協働でできないだろうか。

2050年低炭素社会シナリオに関する研究成

果はすべて、「脱温暖化2050研究」（http://

2050.nies.go.jp）のホームページから参照で

きる。

図２　低炭素社会における家庭　～快適な居住空間と省エネの両立～
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温暖化問題に対する関心は高まり続ける一

方、中国やインドなどの途上国にとって、経

済発展を妨げるような温室効果ガス排出量の

削減に同意することはほとんど不可能であ

る。G8ラクイラサミットの直後に開かれた

主要経済国フォーラム（MEF）では、中国

国家主席の突然の帰国もあって2050年世界半

減に同意することはできなかった。

一方で、中国では循環経済・低炭素開発、

韓国では緑の成長、タイでは充足経済など、

持続可能な観点に基づいた成長戦略が模索さ

れている。経済成長とエネルギー安全保障や

資源問題の同時解決のために、それぞれの地

域に応じた持続可能な社会経済の将来像と実

現への道筋が求められているのである。

彼らに足りないのは技術（知恵）と資金で

ある。日本をはじめ先進国が、苦しいながら

もいち早くに持続可能な低炭素社会に向かっ

てその実現例を具体的に示し、そのときに産

み出される技術イノベーションや社会イノベ

ーションをそれぞれの国の状況に応用するこ

とで手助けできないだろうか。特に日本は、

アジアの気候風土にいながら、西欧のイノベ

ーションを融合させてきた経験がある。松下

幸之助さんの言葉「無理に売るな。客の好む

ものを売るな。客のためになるものを売れ」

を愚直に続け、現地の環境に調和しながらも、

住みやすく、耐震性に優れ、環境性能の高い

建築物や都市構造を一緒にデザインし、形に

して、アジアの人々に喜ばれることで、日本

は尊敬される国として生き残れるのではない

か。今こそ、低炭素社会づくりを実践する現

場のプロの力が必要とされている。

アジアおよび
世界の中の日本の役割
アジアおよび

世界の中の日本の役割

図３　2050年における家庭部門のエネルギー利用形態の可能性　

利便性の高い居住空間と省エネルギー性能が両立した住宅への誘導でエネルギー需要を50％削減、
さらに低炭素なエネルギーを利用すればCO2排出量をほぼ0にできる
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平成21年度補正予算のうちで、住宅関連で

の柱は①住宅ローンの円滑な借入れ支援②木

造住宅の振興③住宅瑕疵担保履行法の円滑な

施行支援などのほか、木材業界関連では木造

住宅の振興のための助成制度として、「長期

優良住宅普及促進事業」（予算額は50億円）

も策定された。同事業は、直近3年間の平均

新築住宅供給戸数が50戸程度未満の住宅供給

事業者を対象に、長期優良住宅を販売した場

合、戸当たり100万円（1事業者当たり25戸が

助成上限）の補助を行うというもので、補助

の要件は、長期優良住宅の認定を受けている

こと、所定の住宅履歴情報が整備されている

こと、建築過程を公開して、関連事業者や消

費者に対し長期優良住宅への啓発を促すこと

の3点となっている。

今回の補正予算案には、住宅ローンの円滑

な借入れ支援に3,530億円が計上された。こ

の予算を使って住宅金融支援機構が提供して

いる長期固定金利の住宅ローン「フラット35」

の拡充が図られることになる。要点は①建設

費・購入価格の100％利用が可能になった②

融資対象となる諸費用の拡大③フラット35S

に２０年優遇タイプを新設④借換えの利用が

可能になったことなどである。

㈱住宅あんしん保証の住宅安心ニュース

（No.107）によれば、これまでフラット35は

建設費・購入価格の9割までしか融資が実行

されず、残り1割は自己資金を用意するか他

行で借りる必要があったが、これを100％融

資を受けることができることで、ローン利用

者は頭金なしで住宅購入が可能となった。借

り入れ額の上限は8,000万円。

これまでは、契約書に含まれている場合の

み融資対象だったが、今後は①建築確認・中

間検査・完了検査申請費用②請負（売買）契

約書貼付の印紙代③性能評価検査費用④適合

照明検査費用について、請負（売買）契約書

に含まれていない場合でも資料で確認できれ

法制度・税制改革の動向法制度・税制改革の動向〈2〉

平成21年度に入り4月1日からの改正省エネ法、6月4

日からの長期優良住宅普及促進法に続き、10月1日か

らは住宅瑕疵担保履行法が施行される。政府は「経済

危機対策」として過去最大規模となる15兆4,000億円

の平成21年度補正予算を5月29日に成立させ、そのう

ち国土交通省の補正予算は1兆6,290億円を計上した。

前号では法制度の内容などにつき概観してみたが、ここでは住宅政策を後押しするローン減税

や住宅瑕疵担保履行法等について触れてみた。

住宅ローンの借入れ支援に
3,530億円を計上

住宅政策を
制度が後押し
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ば融資対象となる。

また、住宅金融支援機構が定める住宅性能

基準を満たす住宅に当初金利を10年間0.3％

優遇する「フラット35S」に、当初金利を20

年間0.3％優遇する「フラット35S20年優遇タ

イプ」（右表参照）を追加した。

金利優遇を受けるための条件は、バリアフ

リー性、省エネルギー性、耐震性、耐久性・

可変性の四つの要件から一つ以上を満たすこ

とが必要で、この中で注目されるのは長期優

良住宅が要件に入っていることだ。

長期優良住宅法にのっとり認定を受けた住

宅は、適合証明や性能評価を受けなくても優

遇の対象となる。

つまり、長期優良住宅の認定住宅は、税制

優遇に加え、申請が必要になるが先導的モデ

ル事業の普及型による補助金100万円に、こ

のフラット35S20年優遇タイプの金利優遇が

使えるため、メリットは大きい。なお、この

20年優遇は平成24年までの時限措置で、従来

のフラット35S同様に予算枠内で募集が行わ

れ、募集金額に達する見込みとなった場合は

受け付けが締め切られる。

今年10月に施行される住宅瑕疵担保履行法

は、新築住宅を供給する事業者に対し、瑕疵

の補修などが確実に履行されるよう保険か供

託を活用した資力確保措置を義務付ける法律

である。すでに平成12年4月の住宅品質確保

法で事業者に対し10年間の瑕疵担保責任を義

務付けているが、今回の法律はこの実効性を

上げることを狙いにしている。

同法の対象となる物件は、引き渡しが今年

10月以降で、建設工事完了日から1年以内の

新築未入居住宅。今年10月1日以降に引渡す

新築住宅には、瑕疵担保責任保険の加入か保

証金の供託が義務付けられる。

保険の仕組みは売り主である事業者が、国

交省指定の㈱住宅あんしん保証や（財）住宅保

証機構などの住宅瑕疵担保責任保険法人に保

険料を支払い、保険に加入するもので、瑕疵に

より損害が発生した場合は、事業者に補修費

の80％、事業者倒産時には買い主である住宅

所有者に補修費全額の保険金が支払われる。

●着工後でも瑕疵保険加入が可能に

なお、国交省ではスタート時の混乱を避け

るために本年７月１日より来年３月31日まで

の特例として保険制度の見直しを実施、着工

後でも保険加入が可能な新しい保険の仕組み

を設けることになった。

㈱住宅あんしん保証ではその対応策として

今回、戸建て住宅・共同住宅の別、工法や構

造、工事着工時期を問わず、すべての住宅に

特例検査の対象範囲を拡大した。

建設住宅性能評価書が発行された住宅につ

いては、従来通りに着工後・完成後であって

も防水部分の確認を受ければ、保険加入が可

能となる。

資力確保措置を義務付ける
住宅瑕疵担保履行法
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平成21年6月の新設住宅着工

枠組壁工法（ツーバイフォー）新設住宅戸数　－利用関係別－

△は減

６月
対前月比 対前年同月比 ５月 ４月

平成21年

（戸） （％） （戸） （％）
３月

新　設　住　宅　計 68,268 5,463 8.7 △ 32,661 △ 32.4 62,805 66,198 66,628
建　築 公　　　　　　共 1,885 110 6.2 △ 232 △ 11.0 1,775 2,082 4,409
主　別 民　　　　　　間 66,383 5,353 8.8 △ 32,429 △ 32.8 61,030 64,116 62,219

持　　　　　　家 26,494 3,355 14.5 △ 3,111 △ 10.5 23,139 22,971 21,295
利　用 貸　　　　　　家 27,920 2,753 10.9 △ 17,405 △ 38.4 25,167 26,262 27,492
関係別 給与　住宅 1,250 △ 183 △ 12.8 447 55.7 1,433 2,774 1,930

分譲住宅 12,604 △ 462 △ 3.5 △ 12,592 △ 50.0 13,066 14,191 15,911
資金別 民間資金 59,398 3,812 6.9 △ 31,623 △ 34.7 55,586 58,035 56,829

公的資金 8,870 1,651 22.9 △ 1,038 △ 10.5 7,219 8,163 9,799
公営住宅 991 70 7.6 △ 974 △ 49.6 921 1,248 2,620
住宅金融機構融資住宅 3,460 760 28.1 △ 67 △ 1.9 2,700 3,180 2,871
都市再生機構建設住宅 181 △ 224 △ 55.3 181 ― 405 628 601
その他の住宅 4,238 1,045 32.7 △ 178 △ 4.0 3,193 3,107 3,707

構造別 木　　　　　造 40,073 6,791 20.4 △ 7,528 △ 15.8 33,282 33,372 31,304
非　　木　　造 28,195 △ 1,328 △ 4.5 △ 25,133 △ 47.1 29,523 32,826 35,324
鉄骨鉄筋コンクリート造 378 △ 97 △ 20.4 △ 1,568 △ 80.6 475 502 552
鉄筋コンクリート造 14,343 △ 2,208 △ 13.3 △ 16,998 △ 54.2 16,551 20,148 23,442
鉄　骨　造 13,254 918 7.4 △ 6,593 △ 33.2 12,336 11,981 11,165
コンクリートブロック造 39 △ 13 △ 25.0 △ 24 △ 38.1 52 94 33
そ　　の　　他 181 72 66.1 50 38.2 109 101 132

利用関係別 合計 対前月比 持家 対前月比 貸家 対前月比 給与 対前月比 分譲 対前月比
対前年同月比 対前年同月比 対前年同月比 住宅 対前年同月比 住宅 対前年同月比

戸 戸 ％ 戸 ％ 戸 ％ 戸 ％ 戸 ％
木造 8,321 1,635 24.5 2,351 362 18.2 4,924 1,085 28.3 8 4 100.0 1,038 184 21.5

△ 1,423 △ 14.6 △ 325 △ 12.1 △ 601 △ 10.9 4 100.0 △ 501 △ 32.6

プレハブ新設住宅戸数　－構造別・利用関係別－

構造別 戸
対前月比 対前年同月比

利用関係別 戸
対前月比 対前年同月比

（戸） （％） （戸） （％） （戸） （％） （戸） （％）
合計 10,541 701 7.1 △ 2,736 △ 20.6 持家 4,432 413 10.3 △ 804 △ 15.4
木造 1,253 313 33.3 △ 268 △ 17.6 貸家 5,628 185 3.4 △ 1,653 △ 22.7

鉄筋コンクリート造 122 △ 409 △ 77.0 △ 141 △ 53.6 給与住宅 135 △ 37 △ 21.5 47 53.4
鉄骨造 9,166 797 9.5 △ 2,327 △ 20.2 分譲住宅 346 140 68.0 △ 326 △ 48.5

国土交通省が発表した平成21年6月の新設

住宅着工戸数（上表参照）は前年同月比

32.4％減の6万8,268戸で7ヵ月連続の減少と

なった。これにより1～ 6月累計では39万

6,890戸となり、前年同期の54万3,587戸に比

べ27％減、戸数にして14万6,697戸ものマイ

ナスとなった。

持ち家は前年同月比10.5％減の2万6,494戸

で9ヵ月連続の減少、貸家は同38.4％減の2

万7,920戸で7ヵ月連続のマイナス、分譲住宅

は同50.0％減の1万2,604戸で7ヵ月連続減、

うちマンションは同68.2％減の4,592戸の大幅

減で6ヵ月連続マイナスの過去最低値に、戸

建ては同24.9％減の7,925戸で9ヵ月連続の減

少となった。

構造別では木造が同15.8％減の4万73戸で6

ヵ月連続の減少だが、木造率は58.7％となり、

前月比では5.7 上昇した。工法別ではプレ

ハブが同20.6％減の1万541戸で８ヵ月連続の

減少、2×4は同14.6％減の8,321戸で7ヵ月連

続のマイナスだった。

ポイ
ント

7ヵ月連続減の6万8千戸
6月の新設住宅着工
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動き出したか？経済対策効果

内需の柱と位置付けられた住宅への経済対
策。過去最大のローン減税に始まり贈与税非
課税措置（610万円）、フラット35の10割ロ
ーン等に加え、事業者への資金支援制度まで
今回の施策で住宅関連に投入された予算は約
5400億円にも上ります。市場での反応は
「フラット35の6月申込みが前年比30%Up」
など効果が出始めている数字もありますが、
｢展示場来場数は5月回復したものの6月も前
年割れ。4～6月で前年比▲1.33%。｣（住団
連）とまだら模様。
そこで今回は住宅建築検討者の各制度に対

する反応を、5月に実施された調査結果から
分析してみたいと思います。

住宅関連制度の認知と活用意向

下のグラフは住宅検討者の予算に直接関わ
る制度内容について、認知を調査したもの。
一番認知されているのが［住宅ローン減税］
で3／4の検討者が｢内容を詳しく・なんとな
く知っている｣と答えています。一方［フラ
ット35の制度改正］（10割／50年ローンや
金利優遇）は3割近くの検討者が｢全く知らな
い｣という現状。決定された時期に差もあり
ますが、贈与税の特例やフラット３５の利用
者（約5～6%）は元々少ない事が理由でしょ

vol.13

最大規模の住宅優遇施策、消費者の反応は如何に！

■住宅関連制度の認知　「注文住宅と住宅設備トレンド調査」リクルート社（09年5月実施・N=890）

※贈与税については調査時に確定していた相続時清算課税制度（3500万）について
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う。ただフラット35の6月申込者中で30%を
占めたという10割ローンは対象者が少なく
は無く、市場喚起できる制度であり今後の広
報活動に期待したいところです。また贈与非
課税枠(610万円)の方も契約前の資金ショー
ト対策として有効に働くものでしょう。
新制度である［長期優良住宅に対する税の

特例］については｢全く知らない｣が14%で、
内容を56.2%半数以上が認知しており新制度
として悪くない出だしであると言えます。
（ちなみに、太陽光発電補助金の認知は60.8%）

そして各制度の認知者に聞いた制度活用意
向では［住宅ローン減税］は｢ぜひ活用した
い｣が68.7%と多く、住宅取得検討の動機に
なっている事が伺えます。他の制度について
は「内容次第で活用したい」が半数以上を占
め、まだ具体的なメリットを実感するまでに
は至っていない様子。ただし［長期優良住宅
に対する税の特例］の内容認知者は｢住宅建
築の後押しになる｣と30.1%が答えており、
メディアや販売現場で内容を魅力的に伝えら
れるかどうかが鍵となりそうです。

費用関係で敏感に反応する30歳代

下のグラフは新築・建替のきっかけを3年
の時系列で比較したもの。｢税制が有利だか

ら｣という理由が激増、これを見ても政策の
効果は出ています。特に年齢別では30歳代
が同項目21－23％強にまでUpし、1次取得
のメインターゲットで効果を上げている事に
なります。
ところで消費者の反応が良いと言えば、消

費税。これは過去３％→5％にUpする‘97
年の調査結果ですが、同じ［きっかけ］は
｢消費税が5％に上がる前に｣が45.9％と大き
な動機付けとなっていました。大盤振る舞い
の経済対策後は、消費税の増税が待っていま
す。近年、住宅業界では｢住宅は消費財では
無い｣という論理を住生活基本法・長期優良
住宅制度に結実させ、住宅の消費税見直しを
迫ってきましたが、税のあるべき姿と、消費
税Upが駆け込み需要喚起になる現実と、住
宅業界にとってはジレンマ。需要の先食いに
よって消費税Ｕｐ後は倒産企業が増加すると
いうのも頭の痛い問題です。
今回の経済対策や消費税論議で売上をしの

いだ後にやってくるであろう住宅着工80万
戸時代。住宅産業はこの経済対策に乗るばか
りでなく、本格的なストック時代に向けたリ
フォームおよび既存住宅流通などストック市
場での事業確立が急務となるのは変わらない
現実であります。

■新築・建て替えのきっかけ（複数回答・全22項目中の上位１５項目のみ表示）
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２００9年

社名50音順

代
表
取
締
役

狐

塚

　

章

東
京
都
千
代
田
区
神
田
鍛
冶
町
三
―
六
―
三

神
田
三
菱
ビ
ル
八
階

代
表
取
締
役

豆

原

直

行

院
庄
林
業
株
式
会
社

岡
山
県
津
山
市
二
宮
二
二
―
一

名
古
屋
市
中
区
大
井
町
三
番
十
五
号

代
表
取
締
役

井

関

和

彦

伊
予
木
材
株
式
会
社

愛
媛
県
大
洲
市
徳
森
一
四
一
六

代
表
取
締
役
社
長

代
表
取
締
役
社
長

株
式
会
社

ア
　
サ
　
ノ

大
阪
市
中
央
区
西
心
斎
橋

一
丁
目
十
二
番
十
三
号

代
表
取
締
役
社
長

中
本
祐
昌

株
式
会
社
ウ
ッ
ド
ワ
ン

広
島
県
廿
日
市
市
木
材
港
南
一
番
一
号

東
京
都
江
東
区
新
木
場
一
―
三
―
一
六

代
表
取
締
役太

田
ベ
ニ
ヤ
株
式
会
社

大
阪
市
浪
速
区
桜
川
一
丁
目
七
番
三
号

株
式
会
社
江
守

富
山
県
射
水
市
二
の
丸
町
十
六
―
三
〇

富
山
県
射
水
市
赤
井
八
八
番
地

代
表
取
締
役

東
京
都
豊
島
区
南
池
袋
一
―
十
三
―
二
四

代
表
取
締
役
社
長

亀
田
合
板
株
式
会
社

名
古
屋
市
中
川
区
昭
明
町
五
―
一
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２００9年

社名50音順

代
表
取
締
役
社
長

後
藤
木
材
株
式
会
社

岐
阜
県
岐
阜
市
大
倉
町
十
二

代
表
取
締
役
社
長

光
和
物
産
株
式
会
社

広
島
県
福
山
市
南
本
庄

二
―
一
二
―
二
七

代
表
取
締
役
社
長

越

井

　

潤

大
阪
市
住
之
江
区
平
林
北

一
―
二
―
一
五
八

代
表
取
締
役
社
長

札
幌
市
白
石
区
中
央
二
条
七
―
一
―
一

取
締
役
社
長

永
井
昭
雄

ク
ロ
カ
ワ
ベ
ニ
ヤ
株
式
会
社

札
幌
市
白
石
区
中
央
三
―
二
―
六
―
二
〇

代
表
取
締
役
社
長

株
式
会
社
斎
藤
材
木
店

東
京
都
足
立
区
保
木
間
一
―
三
二
―
三

取
締
役
会
長

代
表
取
締
役

代
表
取
締
役
社
長

織

田

昌
之
助

サ
ン
ウ
エ
ー
ブ
工
業
株
式
会
社

東
京
都
千
代
田
区
猿
楽
町
二
―
六
―
一
〇

名
古
屋
市
中
川
区
上
高
畑
二
丁
目
二
三
番
地

藤

木

正

和

代
表
取
締
役三

王
ハ
ウ
ジ
ン
グ
株
式
会
社

新
居
浜
市
阿
島
一
―
五
―
三
五

代
表
取
締
役
社
長東

京
都
千
代
田
区
丸
の
内

三
丁
目
四
番
二
号

株
式
会
社 

Ｊ
Ｓ
Ｐ 

取
締
役
社
長 

山
川
芳
範 

ジ
ャ
ニ
ス
工
業
株
式
会
社 

愛
知
県
常
滑
市
唐
崎
町
二
丁
目
八
八
番
地 

代
表
取
締
役
社
長

大
久
保

清

ジ
ャ
パ
ン
建
材
株
式
会
社

東
京
都
江
東
区
新
木
場
一
―
七
―
二
十
二

新
木
場
タ
ワ
ー

代
表
取
締
役
社
長

峯

村

　

榮

株
式
会
社
住
宅
あ
ん
し
ん
保
証

東
京
都
中
央
区
八
重
洲
一
丁
目
六
番
六
号

八
重
洲
セ
ン
タ
ー
ビ
ル
７
Ｆ
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２００9年

社名50音順

代
表
取
締
役
社
長

城
東
テ
ク
ノ
株
式
会
社

大
阪
府
枚
方
市
招
提
田
近
三
―
十
五

代
表
取
締
役
社
長

株
式
会
社
ス
ペ
ー
ス
パ
ー
ツ
山
形

山
形
県
寒
河
江
市
中
央
工
業
団
地

一
五
五
番
地
六

代
表
取
締
役
社
長

足
立

建
一
郎

株
式
会
社
ジ
ュ
ー
テ
ッ
ク

東
京
都
港
区
芝
五
丁
目
二
十
六
番
二
十
四
号

東
京
機
械
本
社
ビ
ル
五
階

取
締
役
社
長

澤

木

良

次

大
建
工
業
株
式
会
社

大
阪
市
北
区
堂
島
一
―
六
―
二
十

堂
島
ア
バ
ン
ザ

代
表
取
締
役

堀

川

保

幸

中
国
木
材
株
式
会
社

呉
市
広
多
賀
谷
三
―
一
―
一

代
表
取
締
役
社
長

初

　

好

章

東
京
ベ
ニ
ヤ
株
式
会
社

東
京
都
江
東
区
冨
岡
二
丁
目
六
番
十
一
号

大
阪
市
住
之
江
区
平
林
南
一
丁
目
八
番
一
九
号

手

島

達

也

代
表
取
締
役

西
大
條

精

一

東
北
木
材
株
式
会
社

旭
川
市
東
八
条
八
丁
目

代
表
取
締
役
社
長

東
レ
A
C
E
株
式
会
社

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
本
町
２
―
４
―
７

代
表
取
締
役
社
長

野

間

慶

政

名
古
屋
港
木
材
倉
庫
株
式
会
社

名
古
屋
市
南
区
加
福
本
通

一
丁
目
十
三
番
地

取
締
役
社
長

須

藤

圭
一
朗

東
洋
プ
ラ
イ
ウ
ッ
ド
株
式
会
社

名
古
屋
市
中
区
錦
三
丁
目
十
番
三
十
三
号

錦
Ｓ
Ｉ
Ｓ
ビ
ル

東
京
都
千
代
田
区
大
手
町
一
丁
目
三
番
二
号

取
締
役
社
長

代
表
取
締
役
社
長

大
阪
市
住
之
江
区
平
林
南
一
丁
目
五
番
五
四
号

及

川

秀

雄

代
表
取
締
役

株
式
会
社
　
仙
　

建

仙
台
市
宮
城
野
区
扇
町
五
丁
目
九
番
十
二
号

東
京
都
江
東
区
深
川
二
―
五
―
十
一
木
材
会
館
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取
締
役
社
長

中

村

正

治

南
陽
株
式
会
社

富
山
県
高
岡
市
能
町
七
五
〇

代
表
取
締
役南

洋
建
材
株
式
会
社

宮
古
市
新
川
町
四
―
十
一

香
川
県
高
松
市
松
福
町
一
丁
目
十
五
番
十
号

代
表
取
締
役
社
長

名
古
屋
市
中
区
錦
二
丁
目
十
八
―
十
九

三
井
住
友
銀
行
名
古
屋
ビ
ル

代
表
取
締
役

札
幌
市
西
区
二
十
四
軒
三
条

七
丁
目
二
―
十
九

東
京
都
千
代
田
区
三
崎
町
二
―
二
十
一
―
二

リ
ー
フ
ス
ク
エ
ア
水
道
橋
ビ
ル

井

上

篤

博

代
表
取
締
役
社
長

日
本
製
紙
木
材
株
式
会
社

東
京
都
千
代
田
区
一
ツ
橋
一
―
二
―
二

代
表
取
締
役
社
長

竹

内

成

豊

タ
ッ
ク
・
ハ
イ
テ
ク
ウ
ッ
ド
グ
ル
ー
プ

名
古
屋
市
中
区
正
木
四
丁
目
二
番
三
十
一

代
表
取
締
役
社
長

株
式
会
社
ノ
ー
リ
ツ

神
戸
市
中
央
区
江
戸
町
93
栄
光
ビ
ル

代
表
取
締
役
社
長

星
田

慎
太
郎

東
京
都
板
橋
区
板
橋
三
丁
目
９
番
７
号

株
式
会
社
　

ひ

ら

い

千
葉
県
市
原
市
姉
崎
七
三
六
―
一

代
表
取
締
役
社
長

福
井
市
三
十
八
社
町
三
三
―
六
六

代
表
取
締
役
社
長

中
屋
敷
善
之
助

株
式
会
社

ホ
ク
ザ
イ

北
九
州
市
小
倉
北
区
西
港
町
十
五
番
地

本
社
　
宮
城
県
黒
川
郡
富
谷
町
成
田
九
丁
目
二
番
地
二

本
店
　
北
上
市
北
鬼
柳
三
三
地
割
七
〇
番
地

代
表
取
締
役
会
長

片
方
厚
夫

代
表
取
締
役
社
長

村
上
ひ
ろ
み
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代
表
取
締
役
社
長

フ
ラ
ン
ソ
ワ
・

ザ
ビ
エ
リ
エ
ナ
ー
ル

株
式
会
社
　
マ
　

グ

東
京
都
千
代
田
区
麹
町
三
丁
目
七
番
地

サ
ン
ゴ
バ
ン
ビ
ル

代
表
取
締
役
社
長

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
箱
崎
町
六
―
六

三
井
田
　
孝
嗣

代
表
取
締
役
社
長

足

立

雅

一

株
式
会
社

マ

デ

ラ

東
京
都
武
蔵
野
市
境
二
丁
目
十
四
番
一
号

ス
イ
ン
グ
四
階

代
表
取
締
役
社
長

丸
宇
木
材
市
売
株
式
会
社

東
京
都
江
東
区
亀
戸
六
丁
目

五
十
七
番
十
九
号

代
表
取
締
役
社
長

杉
山
　
新

マ
ル
シ
ン
建
材
株
式
会
社

東
京
都
江
東
区
東
陽
二
丁
目
四
番
二
十
九
号

代
表
取
締
役
社
長

株
式
会
社

ミ
　
カ
　
ド

大
阪
市
北
区
大
淀
南
一
丁
目
十
番
九
号

静
岡
県
浜
松
市
西
区
西
山
町
一
三
七
〇

森
定
保
夫

ヤ
マ
ハ
リ
ビ
ン
グ
テ
ッ
ク

株
式
会
社

代
表
取
締
役
社
長

宮
田
　
正

代
表
取
締
役
社
長

株
式
会
社

メ
イ
ゴ
ー

名
古
屋
市
中
川
区
広
川
町
四
丁
目
地
先

阿
部
栄
次
郎

代
表
取
締
役

埼
玉
県
戸
田
市
本
町
一
丁
目

二
十
三
番
一
号

代
表
取
締
役
社
長

奈
良
県
吉
野
郡
下
市
町
大
字
新
住

一
一
一
八
番
地

代
表
取
締
役
社
長

宮
城
県
石
巻
市
潮
見
町
二
番
地
の
三





建
材
マ
ン
ス
リ
ー

昭
和
三
十
九
年
八
月
創
刊

発
行
人
　
　
上
　
山
　
英
　
之
　
　
　
発
行
所

建
材
マ
ン
ス
リ
ー
編
集
室

第
四
十
六
巻
平
成
二
十
一
年
八
月
一
日
発
行
（
毎
月
一
日
発
行
）
通
巻
第
五
二
七
号

〒
一
〇
〇
―
八
二
七
〇
　
東
京
都
千
代
田
区
大
手
町
一
―
三
―
二
（
経
団
連
会
館
七
階
）

電
話
（
〇
三
）三
二
一
四
―
三
二
八
〇
　
　
住
友
林
業
株
式
会
社
　
　
木
材
建
材
事
業
本
部
事
業
開
発
部


